平成25年1月8日
会員　各位
新地町商工会
会長　後藤 顕一
（公印省略）
平成２４年度業種別講習会の開催について

～労使間トラブル未然防止セミナー～
時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　さて、標記の件について、福島県商工会連合会主催による講習会が別紙のとおり開催されます。(相双地区は下記のとおり)

つきましては、近年増加している労使間のトラブル事例と現状を学び、トラブルの未然防止を目的とするカリキュラムとなっておりますので、この機会に是非受講下さい。
記

１．日　時　平成25年1月29日(火)　午後1時30分～午後3時30分
２．場　所　鹿島農村環境改善センター(万葉ふれあいセンター)

　　　　　　南相馬市鹿島区寺内字迎田22

３．受講料　無料

４．申　込　平成25年1月18日(金)までに受講申込書を商工会事務局へ
FAXにより申込下さい。
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平成24年度業種別講習会受講申込書

平成25年1月　　日

新地町商工会　御中

　　　　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　
下記のとおり受講者を報告いたします。
	No
	受講者名
	備　考

	1
	
	

	2
	
	


<新地町商工会事務局 ＦＡＸ０２４４－６２－５２０４>



退職理由にまつわるトラブル事例
【トラブル事例】
	ケース１
	従業員の勤務態度が悪いため、懲戒解雇したら、従業員が不当解雇だと訴え出た。

	ケース２
	従業員が職務上で頻繁にミスを犯すことから、会社としては従業員の適正に欠けると判断したが、従業員の将来を考えて自主退職を促したところ、従業員が労働基準監督署に「会社に自主退職を強要された」と訴え出た。

	ケース３
	従業員がうつ病で休職し、就業規則に定めた休職期間に復職できなかったため、規定に基づき退職としたが、従業員が「うつ病になったのは会社が過酷な労働を強制したためである」と労働基準監督署に訴え出た。

	ケース４
	無断欠勤が数週間続き、本人に出社を促すために連絡を取ろうとしても連絡がつかなかったために解雇処分にしたところ、あとになって「辞めるつもりはなかった。解雇にするなら解雇予告手当を支払って欲しい」と言ってきた。



【裁判の現実】
	これらのケースでは、会社側が従業員の主張を覆すような証拠がない限り、多くの場合、裁判になると会社側が負けてしまっています。実際は従業員側に非があると考えている会社側としては、納得のいかないところですが、これが労働トラブルにおける裁判の現実です。
上記のケースと異なりますが、最終的に１億６，８００万円の支払いで和解が成立した「電通事件」が判例として有名です。


【リスクの低減】
	訴えられてから対応策を検討しても手遅れで、多額の損害賠償で会社経営を揺るがす危険性もあります。
万一の事態に備え、トラブルを未然に防止する対応策を講じる必要があります。


